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【新政権と派遣法・政策合意の次は…】

改
正
法
案
に
向
け
た
二
つ
の
見
方

　

ま
ず
、同
法
案
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
、与
野
党
政

界
関
係
者
の
見
方
は
二
つ
に
大
別
さ
れ
る
。一
つ
は
、

「
共
通
政
策
を
踏
ま
え
な
が
ら
も
、要
所
は
現
実
的
で

弾
力
性
を
持
た
せ
た
法
案
に
手
直
し
す
る
」。も
う
一

つ
は
、「
先
の
終
盤
国
会
に
提
出
し
て
廃
案
と
な
っ
た

内
容
を
そ
の
ま
ま
に
、規
制
強
化
あ
り
き
で
早
晩
に

動
く
」と
い
う
見
立
て
だ
。

社
民
の
打
ち
出
す
改
正
派
遣
法
は

民
意
な
の
か

　

前
者
は
、３
０
０
議
席
を
超
え
る
民
主
の
圧
倒
的

多
数
ぶ
り
を
重
視
。「
３
党
案
は
政
局
優
先
で
先
の
終

盤
国
会
に
社
民
の
主
張
を
ほ
ぼ
丸
呑
み
し
た
格
好
。

新
た
に
提
出
さ
れ
る
法
案
に
は
、社
民
の
考
え
方
に

批
判
的
だ
っ
た
民
主
党
非
正
規
雇
用
対
策
Ｐ
Ｔ
の

本
質
論
が
反
映
さ
れ
な
け
れ
ば
お
か
し
い
」（
連
合
幹

政
権
交
代
が
も
た
ら
す
法
改
正
へ
の
影
響

３
党
連
立
で
浮
か
び
上
が
る
思
惑
の
違
い

与
党
改
正
法
案
に
野
党
と
業
界
、次
の
一
手
は

　総選挙は民主党が歴史的な大勝を遂げ、9 月 16 日に社民党、国民
新党との３党連立による鳩山内閣が発足した。政権交代に伴う新たな

「政治システム」の基盤づくりが急ピッチで進む中、注目はマニフェス
トに並んだ各種政策の優先順位とその法案審議の行方に移っている。
特に、公示前の３党共通政策の一つ、さらに総選挙後の連立合意に盛
り込まれた労働者派遣法の改正は、社民の意向を反映した大幅な規制
強化をうたっているだけに、同法案の取り扱いや課題、審議の見通し
などについて、関係者は注視している。　　　     （大野博司＝編集部）

部
）と
し
て
、絶
対
安
定
多
数
を
背
景
に
し
た
民
主
の

発
言
力
の
増
大
が
具
体
の
政
策
決
定
に
影
響
を
及

ぼ
す
と
み
て
い
る
。

　

ま
た
、厚
生
労
働
省
幹
部
は
こ
う
し
た
見
方
に
加

え
て
、「
共
通
政
策
」を
完
全
に
度
外
視
し
た
内
容
と

ま
で
は
い
か
な
い
も
の
の
、例
え
ば「
登
録
型
派
遣
の

原
則
禁
止
」と
い
っ
た
極
端
な
内
容
に
つ
い
て
は
、も

っ
と
幅
を
持
た
せ
た
現
実
的
な
修
正
が
入
り
、そ
れ

相
応
の
時
間
も
か
か
る
、と
み
て
い
る
。

　

こ
の
背
景
に
は
、新
政
権
に
と
っ
て
当
面
は
国
家

戦
略
的
な
重
要
課
題
や
政
権
交
代
に
よ
る
新
政
治

シ
ス
テ
ム
の
構
築
、そ
の
実
施
ス
キ
ー
ム
な
ど
の
法

整
備
が
急
務
で
あ
り
、「
労
働
者
派
遣
法
改
正
案
に
十

分
な
審
議
時
間
を
捻
出
す
る
の
は
年
内
は
無
理
」と

い
う
日
程
的
な
問
題
も
あ
る
。

　

さ
ら
に
、衆
議
院
の
厚
生
労
働
委
員
会
の
委
員
を

経
験
し
た
あ
る
民
主
党
議
員（
３
期
目
）は
、次
の
よ

う
な
視
点
か
ら
前
者
を
主
張
す
る
。そ
れ
は
、改
正
論

の
急
先
鋒
で
あ
る
社
民
が
勢
い
抜
群
の
民
主
と
部

分
的
な
が
ら
も
選
挙
協
力
を
組
み
な
が
ら
、改
選
前

の
７
議
席
を
維
持
す
る
程
度
に
と
ど
ま
り
、そ
の
後

の
中
央
紙
の
比
例
代
表
に
お
け
る
投
票
行
動
調
査

で
２
％
台
で
あ
る
事
実
に
着
目
。

　
「
参
議
院
の
勢
力
地
図
を
考
え
れ
ば
、社
民
へ
の
配

慮
は
欠
か
せ
な
い
が
、労
働
者
派
遣
法
に
お
け
る
あ

れ
も
こ
れ
も
禁
止
の
法
案
は
十
分
に
民
意
と
実
態

を
汲
ん
だ
も
の
か
ど
う
か
、慎
重
な
見
極
め
が
必
要
」

と
分
析
す
る
。加
え
て
、「
政
権
交
代
し
た
か
ら『
エ

イ
、ヤ
ー
』で
法
案
を
押
し
通
す
と
い
う
姿
勢
で
は
、

郵
政
選
挙
で
圧
勝
し
た
自
公
を
批
判
し
て
き
た
言

葉
が
そ
の
ま
ま
跳
ね
返
っ
て
く
る
」と
の
懸
念
も
抱

い
て
い
る
。

最
悪
の
シ
ナ
リ
オ
も
警
戒
す
べ
き

　

こ
れ
に
対
し
て
、「
法
律
策
定
過
程
の
常
道
」で
は

な
く
、「
国
会
対
策
」の
観
点
か
ら
、後
者
の「
極
端
な

規
制
強
化
に
よ
る
早
期
改
正
」を
有
力
視
す
る
関
係

者
も
少
な
く
な
い
。人
材
ビ
ジ
ネ
ス
業
界
や
派
遣
ス

タ
ッ
フ
の
立
場
か
ら
す
る
と
、非
常
に
厳
し
い
展
開

に
な
る
。07
年
の
選
挙
で
当
選
し
た
民
主
党
参
院
議

員
は
、「
連
立
に
は
安
全
保
障
問
題
な
ど
に
踏
み
込
む

ほ
ど
す
り
合
わ
せ
の
難
し
い
重
要
案
件
が
あ
り
、そ

れ
ら
の
不
和
や
対
立
を
世
論
の
目
か
ら
一
時
的
に

か
わ
す
に
は
、既
に
３
党
共
同
で
提
出
し
て
い
る
労

働
者
派
遣
法
な
ど
の
法
案
を
小
幅
に
直
し
て
速
や

か
に
再
提
出
す
る
可
能
性
が
あ
る
」と
指
摘
す
る
。

　

ま
た
、社
民
の
福
島
党
首
は
９
月
13
日
、大
阪
市
で

開
か
れ
た
労
働
組
合
の
大
会
で「
3
党
で
力
を
合
わ

「３党連立政権合意書」と「政策合意」
〈抜粋〉

〈３党連立政権合意書〉
　民主党、社会民主党、国民新党の３党は、第45回衆
院選で国民が示した政権交代の審判を受け、新しい連立政
権を樹立することとし、その発足に当たり、次の通り合意した。
１、３党連立政権は、政権交代という民意に従い、国民の
負託に応えることを確認する。
２、３党は、連立政権樹立に当たり、別紙の政策合意に至っ
たことを確認する。
３、調整が必要な政策は、３党党首クラスによる基本政策
閣僚委員会において議論し、その結果を閣議に諮り、決して
いくことを確認する。

〈連立政権樹立に当たっての政策合意〉
雇用対策の強化―労働者派遣法の抜本改正―
○「日雇い派遣」「スポット派遣」の禁止のみならず、「登
録型派遣」は原則禁止して安定した雇用とする。製造業
派遣も原則的に禁止する。違法派遣の場合の「直接雇
用みなし制度」の創設、マージン率の情報公開など、「派
遣業法」から「派遣労働者保護法」にあらためる。
○職業訓練期間中に手当を支給する「求職者支援制度」
を創設する。
○雇用保険の全ての労働者への適用、最低賃金の引き上
げを進める。
○男・女、正規・非正規間の均等待遇の実現を図る。

連立政権の樹立で合意、握手する（左から）国民新党の亀井代表、民主党の鳩山代表、社民党の福島
党首=9月9日夕、国会（写真提供：共同通信社）
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